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普通交付税の交付額（百万円） 減少

成果 維持する

今後とも地方交付税算定に当たり必要な数値の把握及び報告に努める。

成果指標と目標値
を設定した理由

令和３年度予算により設定

令和３年度の
実施方針

例年どおり実施 活動量 維持する コスト 維持する

成果 1,023 百万円 － 百万円 －
特別交付税の交付額（百万円） 増加

目標

成果 4,782 百万円 － 百万円 －

目標 4,725 百万円 4,720

457 百万円 504 百万円 770 百万円

百万円 4,275 百万円

総事業費　Ａ＋Ｂ 円 5,810,680,920 5,439,704,200 5,051,707,760

市民１人当たりコスト 円 136,581 128,325

人件費　Ｂ 円 4,895,920 4,917,200 6,707,760

119,905

成果指標　アウトカム 方向 令和元年度 令和２年度 令和３年度

イ
ン
プ
ッ

ト

事
務
事
業
コ
ス
ト R２は予算額 一般財源 円 5,805,785,000 5,434,787,000 5,045,000,000

市債 円

その他特定財源 円

正規職員数 人 0.76 0.76 0.76

県支出金 円

決算（見込）額　Ａ 円 5,805,785,000 5,434,787,000 －

財源内訳

国庫支出金 円

補正・流用等 円 262,493,000 210,787,000 －

合計 円 5,444,493,000 5,434,787,000

項　　目 単位 令和元年度 令和２年度

普通交付税一部事務組合等構成市町村配分金の交付 １回

令和３年度

対象（誰のために) 意図（どのような状態にしたいのか）

市民 市民サービスの向上を図る。

現状・課題

予算額

当初予算 円 5,182,000,000 5,224,000,000 5,045,000,000

5,045,000,000

普通交付税について、平成２８年度から令和２年度まで５年間は合併支援措置が図られたが、令和
３年度から一本算定にて交付額が算定される。

市が行う理由
及びその根拠

義務的自治事務 地方交付税法

事務事業概要 地方交付税の算定にあたり必要な数値を県へ報告する。

令和３年度
の活動指標
アウトプット

活動内容 活動量

普通交付税の数値報告 ２９回

特別交付税の数値報告 ４９回

予算
体系

会計 一般会計 実施計画

款 ２款 総務費 未計上

項 １項

目指す姿

目 ７目 財政管理費 合併前

政策 07 持続可能な財政運営の推進 係 財政係
総合
計画
体系

基本政策 6 市民参加と協働のまちづくり 課・室 財政課

施策 01 計画的な財政運営 内線電話 221

総務管理費 実施期間

事務事業名 地方交付税算定等事務
目標設定日 令和3年3月1日

部・局

事務事業マネジメントシート（令和３年度目標設定） 事務事業№ 010402

総務部



普通交付税一部事務組合等構成市町
村配分金の交付

活動内容 ４月 ５月 ６月

特別交付税の数値報告

令和３年度　業務スケジュール

１月 ２月 ３月

普通交付税の数値報告

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

総務部

課・室 財政課

係 財政係

事務事業名 地方交付税算定等事務

部・局


